
・日 程 ： 令和７年１月９日（木）

・参加者 ： 指定都市危機管理・防災担当部署

・目 的 ： 首都直下地震を想定した初動対応の確認
事務局代行市（危機管理担当市）の役割の確認 

・方 式 ： WEB によるリモート方式

・内 容 ： 指定都市が相互に連携し、発災直後（事務局が被災）から５日目（事務局が復旧）
までの情報収集・共有及び対口支援・総括支援の調整等を実施 

図上訓練において、事務局が被災した場合の代行市による対応手順を確認し、指定都市の共通
認識が図れたことから、 

・首都圏における大規模災害に備えた対応

事務局が被災し、その機能を果たせない場合に事務局が復旧するまでの間、危機管理担当
市等がその業務を代行する旨を記載 

・令和６年能登半島地震における課題への対応

総括支援チームの派遣など国の応急対策職員派遣制度と連動した所要の改正 

を反映させ、令和７年４月１日に行動計画を改正した。 
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令和６年能登半島地震に係る被災市町への中長期派遣について、指定都市の基礎自治体と

しての現場力と大都市としての総合力を発揮し、令和６年度は追加の派遣も含めて、職員９５名

（うち土木職・建築職５２名）の派遣により、被災市町の支援を実施した。 

令和７年度は、被災市町の復旧・復興事業が本格化することに伴い、技術職員の更なる増強

を図り、職員９６名（うち土木職・建築職５６名）を派遣している。 

なお、中長期派遣について、これまで全国市長会が取りまとめを行っていたが、指定都市の 

役割の重要性が評価され、総務省からの要請に基づき、令和７年度派遣から指定都市市長会が

取りまとめを行うことになった。以下１～３は、令和７年度中長期派遣の状況である。 
 

指定都市１９市から、計６３名の技術職員を被災市町村へ派遣 

災害名 派遣先の被災市町村 派遣人数 

令和６年能登半島地震 
石川県 輪島市、珠洲市、能登町、七尾市、羽咋市、 

志賀町、金沢市、内灘町 
富山県 高岡市、氷見市 

５６名 

令和５年７月７日からの
大雨 

福岡県 朝倉市、東峰村 ３名 

令和３年熱海伊豆山 
地区土石流災害 

静岡県 熱海市 １名 

令和２年７月豪雨 熊本県 人吉市 １名 

東日本大震災 福島県 双葉町、浪江町 ２名 

 

指定都市１７市から、計２７名の技術職員を被災市町村へ派遣 

災害名 派遣先の被災市町村 派遣人数 

令和６年能登半島地震 

石川県 輪島市、珠洲市、穴水町、能登町、七尾市、 
志賀町、宝達志水町、かほく市、内灘町、 
小松市 

富山県 氷見市 

２７名 

 

指定都市１３市から、計２２名の事務職員を被災市町村へ派遣 

災害名 派遣先の被災市町村 派遣人数 

令和６年能登半島地震 
石川県 輪島市、珠洲市、穴水町、能登町、七尾市、 

志賀町、中能登町 
１３名 

東日本大震災 
岩手県 陸前高田市 
福島県 南相馬市、富岡町、双葉町、浪江町 

９名 
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